
平成17年11月15日平成18年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 オ ー デ リ ッ ク 株 式 会 社 上 場 取 引 所 JQ

コ ー ド 番 号 6889 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.odelic.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 伊 藤 　 雅 人
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 経 営 本 部 長

氏 名 吉 友 高 　 俊 則 Ｔ Ｅ Ｌ (     )03 3332－1111
中間決算取締役会開催日 平 成 17年 11月 15日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
中間配当支払開始予定日 平 成 17年 12月  9日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元    100株）

1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期       10,779    △3.9         165   △62.2         221   △50.9
16年 9月中間期       11,215    △5.2         437     6.7         450    10.2

17年 3月期       23,515－        1,218－        1,239－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期          160－          22.84
16年 9月中間期         △776 －        △110.51

17年 3月期           53－           3.71

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期      7,017,965株 16年 9月中間期      7,022,332株
17年 3月期      7,021,367株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期          15.00－ 特別配当 － 円－銭
16年 9月中間期          15.00－

17年 3月期 －          35.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期       25,440       18,390     72.3      2,621.69
16年 9月中間期       26,059       17,538     67.3      2,497.81

17年 3月期       26,840       18,325     68.3      2,606.90

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期      7,014,802株 16年 9月中間期      7,021,723株
17年 3月期      7,019,402株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期        596,198株 16年 9月中間期        589,277株
17年 3月期        591,598株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       23,000         960         500         25.00         40.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          67円40銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 算 出 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、
今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 4,091,635 　 　 4,650,562 　 　 6,373,193 　 　

２　受取手形 　 1,201,581 　 　 719,369 　 　 804,413 　 　

３　売掛金 　 3,397,605 　 　 3,633,475 　 　 4,135,614 　 　

４　たな卸資産 　 3,940,481 　 　 3,862,127 　 　 3,410,020 　 　

５　その他 　 968,707 　 　 623,874 　 　 389,590 　 　

　　貸倒引当金 　 △17,530 　 　 △11,870 　 　 △18,910 　 　

流動資産合計 　 　 13,582,481 52.1 　 13,477,539 53.0 　 15,093,923 56.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※1,2 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物 　 5,497,608 　 　 5,316,309 　 　 5,441,695 　 　

(2) 土地 　 2,612,310 　 　 2,166,903 　 　 2,167,457 　 　

(3) その他 　 1,184,769 　 　 904,761 　 　 887,980 　 　

有形固定資産合計 　 　 9,294,687 35.7 　 8,387,975 33.0 　 8,497,134 31.7

２　無形固定資産 　 　 1,124,475 4.3 　 1,174,769 4.6 　 1,158,002 4.3

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 投資有価証券 　 972,914 　 　 1,231,440 　 　 1,119,741 　 　

(2) 会員権 　 97,950 　 　 59,050 　 　 59,050 　 　

(3) 差入敷金保証金 　 203,677 　 　 177,263 　 　 212,160 　 　

(4) その他 　 884,733 　 　 971,861 　 　 775,056 　 　

　　貸倒引当金 　 △100,951 　 　 △39,008 　 　 △74,208 　 　

投資その他の資産
合計

　 　 2,058,324 7.9 　 2,400,606 9.4 　 2,091,800 7.8

固定資産合計 　 　 12,477,487 47.9 　 11,963,351 47.0 　 11,746,936 43.8

資産合計 　 　 26,059,968 100.0 　 25,440,890 100.0 　 26,840,859 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　支払手形 　 124,483 　 　 85,722 　 　 128,402 　 　

２　買掛金 　 4,410,806 　 　 3,425,294 　 　 4,585,946 　 　

３　一年内償還社債 ※２ 250,000 　 　 ― 　 　 250,000 　 　

４　未払法人税等 　 138,838 　 　 119,387 　 　 48,161 　 　

５　賞与引当金 　 306,057 　 　 301,428 　 　 302,187 　 　

６　その他 ※４ 1,030,558 　 　 843,710 　 　 904,589 　 　

流動負債合計 　 　 6,260,744 24.0 　 4,775,543 18.8 　 6,219,286 23.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　退職給付引当金 　 1,768,769 　 　 1,711,274 　 　 1,753,525 　 　

２　その他 　 491,505 　 　 563,447 　 　 542,156 　 　

固定負債合計 　 　 2,260,274 8.7 　 2,274,721 8.9 　 2,295,681 8.6

負債合計 　 　 8,521,018 32.7 　 7,050,265 27.7 　 8,514,967 31.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 3,105,500 11.9 　 3,105,500 12.2 　 3,105,500 11.6

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

資本準備金 　 2,890,655 　 　 2,890,655 　 　 2,890,655 　 　

資本剰余金合計 　 　 2,890,655 11.1 　 2,890,655 11.4 　 2,890,655 10.8

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　利益準備金 　 232,125 　 　 232,125 　 　 232,125 　 　

２　任意積立金 　 11,718,394 　 　 11,699,469 　 　 11,718,394 　 　

３　中間(当期)
未処分利益又は
中間未処理損失(△)

　 △232,677 　 　 502,898 　 　 491,068 　 　

利益剰余金合計 　 　 11,717,842 45.0 　 12,434,492 48.9 　 12,441,588 46.4

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 170,835 0.6 　 316,292 1.2 　 236,787 0.8

Ⅴ　自己株式 　 　 △345,884 △1.3 　 △ 356,314 △1.4 　 △348,639 △1.3

資本合計 　 　 17,538,950 67.3 　 18,390,625 72.3 　 18,325,891 68.3

負債・資本合計 　 　 26,059,968 100.0 　 25,440,890 100.0 　 26,840,859 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 11,215,001 100.0 　 10,779,843 100.0 　 23,515,685 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 6,803,009 60.7 　 6,692,990 62.1 　 14,436,420 61.4

売上総利益 　 　 4,411,991 39.3 　 4,086,853 37.9 　 9,079,265 38.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 3,974,799 35.4 　 3,921,452 36.4 　 7,860,393 33.4

営業利益 　 　 437,192 3.9 　 165,400 1.5 　 1,218,871 5.2

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 31,795 0.3 　 67,275 0.6 　 48,836 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 18,427 0.2 　 11,286 0.1 　 28,008 0.1

経常利益 　 　 450,560 4.0 　 221,389 2.0 　 1,239,699 5.3

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 17,407 0.2 　 61,141 0.6 　 733,462 3.1

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 1,716,677 15.3 　 1,489 0.0 　 1,776,551 7.6

税引前中間(当期)
純利益又は
税引前中間純損失
(△)

　 　 △1,248,709 △11.1 　 281,041 2.6 　 196,610 0.8

法人税、住民税
及び事業税

　 125,311 　 　 110,948 　 　 158,074 　 　

法人税等調整額 　 △598,012 △472,700 △4.2 9,801 120,749 1.1 △14,526 143,547 0.6

中間(当期)純利益
又は中間純損失
(△)

　 　 △776,008 △6.9 　 160,292 1.5 　 53,062 0.2

前期繰越利益 　 　 543,331 　 　 342,606 　 　 543,331 　

中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 105,325 　

中間(当期)未処分
利益又は中間
未処理損失(△)

　 　 △232,677 　 　 502,898 　 　 491,068 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

　　　　　移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

同左

　　②　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定)

　　②　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

同左

　　②　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定)

　　　　　時価のないもの

移動平均法による原価

法

　　　　　時価のないもの

同左

　　　　　時価のないもの

同左

　 　 　　(追加情報)

　　　「証券取引法等の一部を改正

する法律」(平成16年法律第97

号)が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より

適用となること及び「金融商

品会計に関する実務指針」(会

計制度委員会報告第14号)が平

成17年２月15日付で改正され

たことに伴い、当事業年度か

ら投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(証

券取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)を

投資有価証券として表示する

方法に変更いたしました。

　なお、当事業年度の投資有

価証券に含まれる当該出資の

額は、35,010千円でありま

す。

　(2) たな卸資産

　　①　製品

　　　　　先入先出法による原価法

　(2) たな卸資産

　　①　製品

同左

　(2) たな卸資産

　　①　製品

同左

　　②　商品

　　　　　先入先出法による原価法

　　②　商品

同左

　　②　商品

同左

　　③　原材料

　　　　　先入先出法による原価法

　　③　原材料

同左

　　③　原材料

同左
　　④　仕掛品
　　　　　先入先出法による原価法

　　④　仕掛品

同左

　　④　仕掛品

同左

　　⑤　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　　⑤　貯蔵品

同左

　　⑤　貯蔵品

同左
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前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

２　固定資産の減価償却方法 ２　固定資産の減価償却方法 ２　固定資産の減価償却方法

　(1) 有形固定資産

　　　　建物(建物附属設備を除く)

は定額法、建物以外について

は定率法を採用しております。

ただし、山形工場及び山形物

流センターについては定額法

を採用しております。

　　　　なお、主な資産の耐用年数

は次のとおりであります。

　　　　建物　　　　　７年～50年

　　　　(建物附属設備を除く)

　　　　機械装置　　　２年～17年

　　　　工具器具備品　２年～30年

　(1) 有形固定資産

同左

　(1) 有形固定資産

同左

　(2) 無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

　　　　ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法。

　(2) 無形固定資産

同左

　(2) 無形固定資産

同左

　(3) 長期前払費用

　　　　均等償却をしております。

　(3) 長期前払費用

同左

　(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。

　(2) 賞与引当金

同左

　(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額の当期負

担額を計上しております。

　(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(12年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れの発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。

　(3) 退職給付引当金

同左
　

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(12年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れの発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。
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前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理
同左

５　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理
同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会　平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会　平成15年10月31

日　企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。

これにより税引前中間純損失は

1,712,077千円増加しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

――――― 　(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。

これにより税引前当期純利益は

1,712,077千円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

　

追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日　

企業会計基準委員会　実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。

この結果、販売費及び一般管理費

が16,406千円増加し、営業利益、経

常利益が16,406千円減少し、税引前

中間純損失が同額増加しておりま

す。

――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日　企業

会計基準委員会　実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費

が31,723千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、同

額減少しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
9,356,069千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
8,780,093千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
8,503,185千円

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。
　　　担保提供資産

建物 745,439千円

土地 453,209千円

計 1,198,648千円

※２　　　―――――― ※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。
　　　担保提供資産

建物 726,843千円

土地 453,209千円

計 1,180,052千円

　　　上記に対応する債務
一年内償還
社債

250,000千円

　 　　　上記に対応する債務
一年内償還
社債

250,000千円

　３　保証債務

次のとおり従業員の銀行借

入に対し保証を行っておりま

す。

従業員 60,158千円

　３　保証債務

次のとおり従業員の銀行借

入に対し保証を行っておりま

す。

従業員 44,083千円

　３　保証債務

次のとおり従業員の銀行借

入に対し保証を行っておりま

す。

従業員 59,703千円

※４　消費税等の取り扱い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

※４　消費税等の取り扱い

同左

※４　　　 ―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 143千円

受取配当金 18,756千円

受取賃借料 7,631千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 329千円

受取配当金 43,251千円

受取賃借料 7,693千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 171千円

受取配当金 21,037千円

受取賃借料 15,010千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 1,311千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 1,626千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 3,002千円

※３　特別利益の主要項目

固定資産売却益

　車輌運搬
　具

2,466千円

　土地 1,069千円

　計 3,536千円

貸倒引当金
戻入

13,871千円

※３　特別利益の主要項目
投資有価証
券売却益

46,201千円

貸倒引当金
戻入

14,939千円

※３　特別利益の主要項目

固定資産売却益

　車輌運搬
　具

2,466千円

　土地 716,159千円

　計 718,626千円

貸倒引当金
戻入

14,836千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損

　建物 1,007千円

　車輌運搬
　具

302千円

　工具器具
　備品

897千円

　計 2,208千円

会員権売却
損

2,391千円

減損損失 1,712,077千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損

　機械装置 76千円

　車輌運搬
　具

105千円

　工具器具
　備品

1,006千円

　計 1,188千円

固定資産売却損

　土地 300千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損

　建物 2,201千円

　機械装置 166千円

　車輌運搬
　具

774千円

　工具器具
　備品

38,334千円

　計 41,477千円

会員権売却
損

5,296千円

リース解約
損

17,700千円

減損損失 1,712,077千円
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前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　当社は、以下の資産について減損

損失を計上いたしました。

用途 種類 場所

遊休資産
建物
土地
その他

東京都
墨田区

遊休資産
建物
土地
その他

東京都
八王子市

遊休資産 土地
東京都
三鷹市

遊休資産 土地
静岡県
静岡市

　当社は、営業所及び工場の区分を
基準として資産のグルーピングを行
っていますが、遊休資産については
独立したキャッシュ・フローを生み
出す単位としてそれぞれグルーピン
グしております。
　上記資産のうち、東京都墨田区(旧
東京東営業所跡地)は平成16年10月に
売却した遊休資産であります。また、
その他の遊休資産は、今後も使用の
目途が立っておりません。したがっ
て、当中間会計期間において減損損
失1,712,077千円を認識いたしまし
た。
　減損損失の内訳は、土地1,392,350
千円、建物276,597千円、その他
43,130千円であります。
　なお、回収可能価額は正味売却価
額により測定しており、東京都墨田
区については売買契約価額に基づき、
その他の遊休資産については公示価
格に基づき算定しております。

―――――― 　当社は、以下の資産について減損

損失を計上いたしました。

用途 種類 場所

遊休資産
建物
土地
その他

東京都
墨田区

遊休資産
建物
土地
その他

東京都
八王子市

遊休資産 土地
東京都
三鷹市

遊休資産 土地
静岡県
静岡市

　当社は、営業所及び工場の区分を
基準として資産のグルーピングを行
っていますが、遊休資産については
独立したキャッシュ・フローを生み
出す単位としてそれぞれグルーピン
グしております。
　上記遊休資産は、今後も使用の目
途が立たないことから、当事業年度
において減損損失1,712,077千円を認
識いたしました。
　減損損失の内訳は、土地1,392,350
千円、建物276,597千円、その他
43,130千円であります。
　なお、回収可能価額は正味売却価
額により測定しており、東京都墨田
区については売買契約価額に基づき、
その他の遊休資産については公示価
格に基づき算定しております。
　また、上記資産のうち、東京都墨
田区資産を平成17年２月に売却して
おります。

　５　減価償却実施額
有形固定資
産

268,035千円

無形固定資
産

6,473千円

　５　減価償却実施額
有形固定資
産

283,140千円

無形固定資
産

8,816千円

　５　減価償却実施額
有形固定資
産

569,815千円

無形固定資
産

12,946千円

　６　法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額の計算

　　　　当中間会計期間に係る法人

税、住民税及び事業税並びに

法人税等調整額は、当事業年

度において予定している利益

処分による固定資産圧縮積立

金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計

算しております。

　６　法人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額の計算

同左

　６　　　 ―――――
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リース取引関係

半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

　

有価証券関係

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものは

ありません。

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

重要な後発事象

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　当社は以下の固定資産を譲渡いた

しました。

(1) 譲渡資産の内容及び譲渡日

土地 8,674.35㎡

所在地 東京都羽村市

譲渡前の使途 工場の一部

帳簿価額 60,351千円

譲渡価額 1,102,075千円

当中間会計期間
末の現況

建物の解体撤去中

譲渡相手会社 日商岩井不動産㈱

譲渡日 平成16年11月４日

(2) 譲渡の理由

　　　山形工場(山形県東根市)への

生産拠点の集約化の推進による、

羽村工場内の遊休不動産処分の一

環によるものであります。

――――― ―――――
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